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    グラフ－３は、主な歳入の構成比を前年度、特別区平均、全国平均と比較したもので

す。 

 

地方税（特別区税） 

前年度と比べ9.1ポイント下回りました。これは特別区税が増収となったものの、

特別定額給付金給付事業費補助金の皆増、都市計画交付金の増などによる「国庫・都

支出金」の増や土地売払収入の皆増などによる「その他」の増により、「地方税」の

占める割合が相対的に低下したためです。 

 

 

    特別区財政調整交付金 

特別区平均と比べ9.1ポイント下回っており、本区への配分が小さいことが分かり

ます。また、全国平均で16.2％の構成比となっている「地方交付税」は、特別区には

直接交付されません。 

 

 

    その他の収入 

     特別区平均と比べ、「その他」が13.3ポイント上回っていますが、土地売払収入の 

皆増という特殊要因により財産収入が増となったことが主な要因です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方交付税は国が地方公共団体の財源の偏在を調整することを目的としたもので

す。本来は各都道府県、市町村ごとに交付額が算定されますが、東京都と特別区

は、一般的な制度である都道府県と市町村との関係とは異なる事務配分、税財政の

仕組みがとられており、都と特別区を個別に算定するのは技術的に困難であるとい

う理由で、特別区の算定額を東京都に合算して算定されています。 

そのため、交付税制度における交付対象は東京都となり、特別区へは直接交付さ

れません。 

なお、東京都は基準財政収入額が基準財政需要額を上回っているため、昭和29

（1954）年の制度発足以来、不交付団体となっています。 

地方交付税はなぜ不交付なの？ 
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それぞれの区域から納められた調整税等に対し、交付金としてどの程度地元区（納税

者）に還元されているかを確認するため、調整税等の約７割を占める固定資産税に着目

してみました。（表－２） 

特別区全体のうち、都心４区の面積は9.6％ですが、地価が高い傾向にあることから、

固定資産税の42.8％が納められています。その一方で、特別区相互間の財源調整を行う

という財政調整交付金の機能により、交付金は5.2％にとどまり、都心区への還元率が

低いことが分かります。 

    

 

また、都区財政調整制度における自主財源率の状況を見たものが16頁の表－３です。 

この自主財源とは、基準財政需要額で捉えきれない行政需要、いわゆる地域の特性に

応じた事業を展開するための財源となるものです。 

都区財政調整制度は地方交付税制度に準じた仕組みがとられており、23区全体として

自主財源率25％を確保するとしていますが、25％を超える区が13区ある一方で、25％に

満たない区が10区あり、本区は22.8％で下位から5番目の低さとなっています。 

 

都区財政調整制度には特別区相互間の行政水準の均衡を図るために財源を調整する機

能がありますが、地元区（納税者）への還元や本来確保されるべき自主財源率が低くな

っている状況です。そのため、都心需要の算定充実のほか、行政需要に見合った算定が

されるよう取り組んでいきます。 

 

  

 

    

表－２　固定資産税の状況 （令和元(2019)年度）

特別区全体

におけるｼｪｱ

特別区全体

におけるｼｪｱ
（百万円）

特別区全体

におけるｼｪｱ

千 代 田 11.66 1.9% 193,206 15.2% 6,413 0.6%

中 央 10.21 1.6% 102,047 8.0% 16,500 1.5%

港 20.37 3.2% 161,000 12.6% 4,403 0.4%

新 宿 18.22 2.9% 89,637 7.0% 29,467 2.7%

都 心 4 区 計 60.46 9.6% 545,890 42.8% 56,783 5.2%

特 別 区 計 627.53 100.0% 1,274,914 100.0% 1,099,226 100.0%

区　名

　　面　積　（k㎡） 特別区財政調整交付金　　固定資産税（百万円）
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(3) 義務的経費の推移 

グラフ－11は、義務的経費の過去５年の推移を表したものです。近年の人口増加な

どにより福祉サービスを中心とした扶助費が毎年度大きく増え、義務的経費を押し上

げていることが分かります。 

では、次頁より義務的経費を構成する人件費、扶助費、公債費をそれぞれ見てみま

す。 

 

 

15,004 14,843 15,201 15,371 15,999

13,421 14,873
15,799

17,307
19,028

843
887

643

807
1,030

29,268
30,603

31,643
33,485

36,057

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H28 H29 H30 R1 R2

百万円

年度

グラフ－11 義務的経費の推移 公債費

扶助費

人件費

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－11 義務的経費の推移 
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人件費  159億9,900万円 [対前年度比 6億2,800万円増（4.1％増）] 

                            （グラフ－11） 

【主な要因】 

 会計年度任用職員制度の開始などによる期末手当等の増  3億7,800万円 

 

 

人件費比率  11.3％ （令和元年度 15.6％） 

                             （グラフ－12） 

人件費

歳出総額
人件費比率　＝　 ×　100

 
 

人件費比率は、人件費、歳出総額ともに増加したものの、分子である人件費の増加率

に比べ、分母である歳出総額の増加率が新型コロナウイルス感染症対策に係る経費など

の増により高かったことから、4.3ポイントの減となりました。 

なお、近年は職員数の増加等により人件費は微増傾向となっていますが、令和２

（2020）年度は会計年度任用職員制度の開始などによる期末手当等の増が主な要因とな

っています。 
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※ 全国平均は令和２（2020）年度のデータがないため、令和元（2019）年度までを示しています。 

 

 

         

グラフ－12 人件費比率の推移 
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    公債費  10億3,000万円 [対前年度比 2億2,300万円増（27.6％増）] 

                         （グラフ－11） 

【主な要因】 

 平成27年度に発行した教育債の元金償還額の増      1億2,800万円 

 

公債費負担比率  1.3％（令和元年度 1.2％） 

                            （グラフ－14） 

     

公債費充当一般財源

一般財源総額

公債費負担比率　＝ ×　100

 

 

公債費負担比率は、公債費充当一般財源、一般財源総額ともに増加したものの、分母

である一般財源総額の増加率に比べ、分子である公債費充当一般財源の増加率が高かっ

たことから、0.1ポイントの増となりました。 

また、全国平均および特別区平均と比べ、公債費の負担が依然として少ないことが分

かります。 
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※ 全国平均は令和２（2020）年度のデータがないため、令和元（2019）年度までを示しています。 

 
 
 
 
 
 

グラフ－14 公債費負担比率の推移 
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(2) 新型コロナウイルス感染症対策における財政負担 

グラフ－17は、新型コロナウイルス感染症対策の主要経費の財源内訳を表したものです。

経費全体に係る財源内訳を見ると、特定財源が87.3％と高い割合を占めています。これは、

区民１人につき10万円の特別定額給付金や子育て世帯、ひとり親世帯に対する臨時特別給付

金などの給付金事業のほぼ全額が国庫・都支出金を財源としているためです。 

次に、給付金事業を除く経費の財源内訳を見ると、一般財源が88.2％（25億1,300万円）

と高い割合を占めています。これは区独自の対策として、共通買物券の発行規模等の拡大な

どの区民向けの経済対策、商工業融資などの事業者向けの経済対策を積極的に実施したこと、

また、ＰＣＲ検査体制の拡充などの感染拡大防止、感染症対策の充実を図るため職員体制の

強化などに取り組んだことによるものです。 

このように、区独自にその必要性を判断して実施した新型コロナウイルス感染症対策経費 

の多くは、一般財源が充てられており、このまま感染症の影響が長期化すると本区の財政運

営に与える影響は小さくありません。 

  今後も、厳しい財政見通しの下、ワクチン接種の広がりとともに地域が一体となったコロ 

ナ禍を乗り越えるための取組や感染拡大により明らかとなった課題への対応が求められてお 

り、コロナ禍における「新しい日常」の下、区民生活を守り、地域経済の速やかな回復に向 

け積極的かつ着実に取組を進めていきます。 

 

 

令和２（2020）年度は、過去最多となる９回の補正予算を編成し、９回全てにお

いて新型コロナウイルス感染症関連の経費について編成を行いました。これは、リ

ーマンショックによる景気低迷の影響を受けた平成21（2009）年度の７回を超える

ものであり、補正予算の編成回数を見ても新型コロナウイルス感染症が本区の行財

政運営に大きな影響をもたらしていることが分かります。 

過去最多の補正予算を編成しました 

給付金事業分 11.8 

87.3 

88.2 

12.7 

給付金事業を
除く経費分

全体経費分

グラフ－17 主要経費財源内訳

※普通会計では、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金は一般財源に計上しています。 

（203億8,600万円） 

（28億5,000万円） 

特定財源 一般財源 ％ 
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　　○　議会費 ＝ ４３円
<担当部局>  <主な事業内容> <区の科目>

 議会運営 など

<財源の内訳>

　　○　総務費 ＝ ２，５６０円
<担当部局>  <主な事業内容> <区の科目>

 会計管理　決算調製　資金管理 など

 監　査

<財源の内訳>

　　○　民生費 ＝ ２，５８１円
<担当部局>  <主な事業内容> <区の科目>

<財源の内訳>

監 査 事 務 局

福 祉 保 健 部

 児童福祉　ひとり親家庭福祉　保育園･児童館
 子ども家庭支援センター　生活保護　障害者福祉　福祉センター
 子ども発達支援センター　高齢者福祉　敬老館･シニアセンター
 国民年金 など

福 祉 保 健 費

総 務 費

区 民 部
 戸籍･住民票　特別出張所　統計調査
 区民施設　コミュニティ施策　平和事業 など

区 民 費

会 計 室

選挙管理委員会
事 務 局

 選　挙 総 務 費

総 務 部
 機構･組織　本庁舎等　生活安全　文書･情報公開
 人事･研修　契約･財産管理　税務 など

区 議 会 議 会 局 議 会 費

企 画 部
 企画調整･計画　財政計画･予算編成　広報･広聴
 情報処理システム　オリンピック・パラリンピック関連 など

企 画 費

一般財源　７５円（100％）

一般財源　４３円（100％）

使
用
料
・
手
数
料

そ
の
他
（
諸
収
入
等
）

基
金
繰
入
金

一般財源　１，２７７円（49.9％）

特定財源　１，２８３円　（50.1％）

国
庫
・
都
支
出
金

1,256円 14円 8円5円

使
用
料
・
手
数
料

そ
の
他
（
諸
収
入
等
）

基
金
繰
入
金

国
庫
・
都
支
出
金

一般財源　１，５２６円（59.1％）

特定財源　１，０５５円（40.9％）　

913円 32円 57円53円
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(単位：千円)

令和2年度 前年度

90,728,620 81,829,514

 充 当 可 能 基 金 73,896,257 65,305,136

 財 政 調 整 基 金 28,641,979 24,793,639

 減　債　基　金 (※5) 569,600 356,300

 そ の 他 特 定 目 的 基 金 (※6) 44,684,678 40,155,197

 施設整備基金 10,839,665 11,578,630

 教育施設整備基金 20,083,904 22,679,596

 まちづくり支援基金 3,732,087 3,688,920

 平 和 基 金 13,323 15,081

 交通環境改善基金 507,316 302,395

 森とみどりの基金 280,354 253,772

 文化振興基金 329,156 352,001

 ふるさと応援基金 64,662 46,475

 首都高速道路地下化等都市基盤整備基金 7,493,646 0

 介護保険給付準備基金 1,140,565 1,038,327

 公共料金支払基金 200,000 200,000

 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 16,832,363 16,524,378

※5　普通会計では、満期一括償還地方債の元金償還相当額 (元金発行額÷償還までの年数) の減債基金への積立額は「公

 　債費」として計上するため、減債基金の残高は「0円」となりますが、ここでは純然たる減債基金の残高を計上します。

※6　充当可能基金には、特定目的のために設置した基金も積算の対象となります。

(単位：千円)

令和2年度 前年度

 標 準 財 政 規 模 54,629,684 53,872,809

 総務大臣が定める額 (算入公債費等の額) (※7) 1,701,731 1,690,497

※7　地方財政法第5条の3第4項第1号の規定に基づき､総務大臣が定める算入公債費等の額。

　 　(実質公債費比率の算出における「総務大臣が定める額」と同じ。)

充　　当　　可　　能　　財　　源　　等

 

    

 

 

＜参考＞ 公営企業の資金不足比率 

 

公営企業を経営する地方公共団体は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」

により健全化判断比率「４指標」のほか、「公営企業の資金不足比率」についても公表

することが義務付けられています。 

しかしながら、本区は地方財政状況調査における統計上の公営企業（介護サービス事

業、駐車場整備事業)しか存在しないため、該当しません。 
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６ 基金と特別区債の推移 
 

(1) 主要３基金の残高(＝貯金の額) 
 

主要３基金の残高（施設整備基金・教育施設整備基金・財政調整基金） 

595億6,600万円 [対前年度比 5億1,400万円増（0.9％増）] 

                              （グラフ－20） 

   【内  訳】 

施設整備基金   108億4,000万円[対前年度比 7億3,900万円減 （ 6.4％減）] 

教育施設整備基金 200億8,400万円[  〃    25億9,600万円減 （11.4％減）] 

財政調整基金      286億4,200万円[  〃   38億4,800万円増 （15.5％増）] 

 

【主な要因】 

土地売払収入などを基金に積み立てたことによる財政調整基金の増 

 

 

令和２（2020）年度は京橋築地小学校の改修などの財源として教育施設整備基金から

取り崩したものの、土地売払収入などを財政調整基金に積み立てたことなどにより、主

要３基金残高は増加しました。 

近年の主要３基金の推移を見ますと、平成30（2018）年度以降は横ばいで推移してい

ることが分かります。 

 

(2) 特別区債の残高(＝借金の額) 
 

特別区債残高 196億7,500万円 [対前年度比 20億6,100万円増（11.8％増）] 

                                                   （グラフ－20） 

   【主な要因】 

阪本小学校の改築・阪本こども園の整備に係る 

特別区債を発行したことによる増              24億8,100万円 

 

近年の特別区債残高の推移を見ますと、平成29（2017）年度は特別区債を発行しなか

ったことにより減少しましたが、総じて増加傾向となっていることが分かります。 

         

(3) 基金・特別区債残高の見通し 

    今後の基金・特別区債残高の見通しとして、東京2020大会後の晴海地区における人口

増加を見据えて、特別出張所等複合施設や小中学校の整備などが予定されているほか、

既存施設の老朽化に伴う大規模改修などに伴い、投資的経費はさらに増大する見込みで

す。そのため、これまで計画的に積み立ててきた基金を取り崩していくことによる残高

の減少や特別区債の増加が見込まれます。 
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令和２（2020）年度の区民一人当たりの資産額は2,824万円となり、前年

度と比較して16万円の減となりました。 

これは、土地売払収入の積立による基金積立金の増や阪本小学校の完成

などに伴う行政財産の増により分子である資産合計が増加したものの、分

母である年度末の人口の増加率が資産合計の増加率を上回ったためです。 

② 貸借対照表の分析 
 
ア 区民一人当たりの資産額 2,824万円 <元年度 2,840万円> 

 
 
 
 
 
 
 
 
区民一人当たりの資産額は、人口規模の異なる他自治体との比較が容易になります。 

 

 

【計算式】 
 
 

 
 
資産合計 

区民一人当たり資産額（円/人）  ＝                       

令和２年度末の人口 

※資産合計…4兆8,269億3,400万円 

令和２年度末の人口…170,946人 

3,015
2,937

2,840 2,824

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H29 H30 R1 R2

万円

年度

〈区民一人当たりの資産額の推移〉
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令和２（2020）年度の有形固定資産減価償却率は42.6％となり、前年度

と比較して1.8ポイント減少しました。 

これは、分子である減価償却累計額は増加しているものの、阪本小学校

の改築など複数年にわたる工事の完了により分母である償却性有形固定資

産の取得価額が大幅に増加し、分母の増加率が分子の増加率を上回ったこ

とによるものです。 

なお、有形固定資産減価償却率は50％を下回っていることから、全体的

な資産の老朽化の進行度は、進んでいないと言えます。 

 

イ 有形固定資産減価償却率 42.6％ <元年度 44.4％> 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
有形固定資産減価償却率は、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過している

のかを全体として把握するための指標です。この比率が高い場合は、施設などが全体と

して老朽化しつつあり、維持補修費が高額化したり、更新のための多額の投資が近い将

来に必要となることを表します。 

【計算式】 

 
 

 

 

 

 

 

                         減価償却累計額 

有形固定資産減価償却率（％）  ＝                          ×100 

償却性有形固定資産の取得価額 

 

※減価償却累計額…966億4,800万円   
償却性有形固定資産の取得価額…2,269億8,900万円 
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％
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〈有形固定資産減価償却率の推移〉
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令和２（2020）年度の基金対減価償却比率は36.6%となり、前年度と比較

して5.9ポイントの減となりました。 

これは、分母である建物の減価償却累計額が増加したことに加え、分子

である施設整備基金及び教育施設整備基金の残高が減少したことによるも

のです。 

ウ 基金対減価償却比率 36.6％ <元年度 42.5％> 

 
 
 
 
 

 
 

基金対減価償却比率は、老朽化による将来の施設更新需要に対し、その財源の一つで

ある基金がどの程度あるかを示す指標として試行的に導入したものです。この比率は、

近年の新たな施設整備などにより減少傾向となっており、決して高い数値とは言えない

状況です。 

しかし、前頁の「有形固定資産減価償却率」から分かるとおり、本区の施設は比較的

老朽化が進んでいないため、中長期的な施設更新需要の高まりを見据え、今のうちから

計画的に基金を積み立てるなど、将来の財政需要に備えていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【計算式】 
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〈基金対減価償却比率の推移〉

 
 

                           施設整備基金残高＋教育施設整備基金残高 
基金対減価償却比率（％）  ＝                                ×100 

建物の減価償却累計額 

※施設整備基金残高＋教育施設整備基金残高…309億2,400万円 

  建物の減価償却累計額…844億8,700万円 
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令和２（2020）年度の正味財産比率は99.3％となり、前年度と比較して0.1

ポイント減少しました。 

正味財産比率は非常に高い比率で推移していますが、主な要因は都心区で

ある本区の特徴として、他の自治体と比較して地価が高いことから、土地が

高額となっていることにあります。 

 

 
エ 正味財産比率（純資産比率）99.3％ <元年度 99.4％> 

 
 
 
 
 
 
 
 
正味財産比率は、企業会計の「自己資本比率」に相当します。 

この比率が高いほど将来世代の負担の割合が少ないこととなり、比率の増加は過去及

び現世代の負担により将来世代が利用可能な資産を蓄積したことを表す一方、比率の減

少は、将来世代が利用可能な資産を過去及び現世代が消費していると捉えられます。 

 

 

【計算式】 
 
 
 
 
 

 
 

正味財産 
正味財産比率（％）  ＝                      ×100 

資産合計 

※正味財産…4兆7,944億円 

資産合計…4兆8,269億3,400万円 
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〈正味財産比率（純資産比率）の推移〉
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令和２（2020）年度の負債対標準財政規模比率は59.6％となり、前年度

と比較して2.4ポイントの増となりました。 

これは、阪本小学校の改築などに係る特別区債の増などにより分子であ

る負債が増加し、分子の増加率が分母である標準財政規模の増加率を上回

ったためです。 

 
オ 負債対標準財政規模比率 59.6％ <元年度 57.2％> 

 
 

 

 
 

 
 
負債対標準財政規模比率は、財政規模に対し過大な負債を抱えていないかを見るため

の指標です。財政の健全性の観点から、数値は低い方がよいとされています。 

 

 

【計算式】 

 

 

 
 
 

 
 

 
 
負債 

負債対標準財政規模比率（％） ＝                       ×100 

標準財政規模 

※負債…325億3,400万円 

  標準財政規模…546億3,000万円 
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令和２（2020）年度の社会資本等形成の世代間負担比率は0.4％となり、

前年度と比較して増減はありませんでした。 

社会資本等形成の世代間負担比率は低い値で推移していることから、将

来世代の社会資本等形成における負担の割合は少ないと言えます。 

 
カ 社会資本等形成の世代間負担比率 0.4％ <元年度 0.4％> 

 
 
 
 
 
 

 

社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）は、社会資本等形成に係る将

来世代の負担の程度を把握することができます。この値が低いほど将来世代の負担の割

合が少ないこととなります。 

 

【計算式】 

 
 

 

 

 

 

 

 

特別区債残高（注） 

 社会資本等形成の世代間負担比率（％） ＝                      ×100 

有形・無形固定資産合計 

 

（注）特別区債残高から以下の地方債を控除します。 

   減税補てん債、臨時税収補てん債、臨時財政特例債、臨時財政対策債    

 

※特別区債残高…202億4,400万円 

  有形・無形固定資産合計…4兆7,449億3,600万円 
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（６）指標による分析結果（一般会計） 
 

 
  
① 資産形成度 

 

  有形固定資産減価償却率は42.6%で、前年度と比較して1.8ポイント減少しており、

この比率が50%を下回っていることから全体的には老朽化が進んでいないと言えます。 
区民一人当たり資産額は2,824万円で、前年度と比較して16万円減少しました。将

来世代に残る資産は前年度比で増加していますが、人口が増加したことにより区民一

人当たりで見ると減少しています。 

  今後も人口増加が続くと考えられることから、一人当たりの資産額は減少していく

見込みです。老朽化への対応に係る費用も考慮しながら、現在保有している資産の維

持管理を適切に行っていきます。 

 

 

② 世代間公平性 
 

正味財産比率（純資産比率）は99.3％で、前年度と比較して0.1ポイント減少して

います。 

この比率が、前年度に引き続き高い比率で推移しているため、過去及び現世代の負

担により将来世代が利用可能な資産が蓄積されていると言えます。なお、その主な要

因は、土地が高額なことによるものであり、これは地価が高い本区の特徴でもあるこ

とから、他の地方自治体と比較しても高い数値になる傾向にあります。 

社会資本等形成の世代間負担比率は0.4％で、前年度と比較して増減はありません

でした。 

 区の資産は土地などのインフラ資産が高額なため、この比率は低くなる傾向にあり

ますが、将来世代の負担が高まらないようにしていかなければなりません。 

 なお、正味財産比率（純資産比率）及び社会資本等形成の世代間負担比率について、

換金性の低い土地（インフラ資産）を除いた場合の比率は、それぞれ91.0％、7.3％

になります。 

 

分析の視点 住民等のニーズ 指標 令和2年度 令和元年度

有形固定資産減価償却率 42.6% 44.4%

区民一人当たりの資産額 2,824万円 2,840万円

正味財産比率（純資産比率） 99.3% 99.4%

社会資本等形成の世代間負担比率 0.4% 0.4%

負債対標準財政規模比率 59.6% 57.2%

プライマリーバランス（基礎的財政収支） 74億8,500万円 △24億4,100万円

基金対減価償却比率 36.6% 42.5%

効率性 行政サービスは効率的に提供されているか 区民一人当たりの行政コスト 68万円 49万円

自律性 受益者負担の水準はどうなっているか 受益者負担比率 7.3% 11.2%

資産形成度 将来世代に残る資産はどのくらいあるか

世代間公平性 将来世代と現世代との負担の分担は適切か

持続可能性

（健全性）
財政に持続可能性があるか
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 (3) 今後の行政需要 

本区の人口は一貫して増加基調が続いており、年間出生数は５年連続で2,000人を超

えて乳幼児数も増加しています。 

そのため、保育所の待機児童解消に向けた取組や児童数の増に対応した学校施設の整

備など、子育て・教育環境の充実を引き続き図っていく必要があるほか、東京2020大会

後や日本橋上空の首都高速道路の地下化を見越した新たな都市基盤整備など、本区を取

り巻く大きな環境変化への対応が必要となります。 

また、人々の生活や企業活動など社会全般に大きな影響をもたらしている新型コロナ

ウイルス感染症による危機を乗り越えるための取組や、感染拡大により明らかになった

課題への対策を引き続き講じていく必要があります。 

その他にも、脱炭素社会の実現を目指した「ゼロカーボンシティ中央区宣言」を踏ま

えた環境負荷の低減に向けた取組など新たな課題への対応も必要です。 

厳しい財政環境が見込まれる中、行政需要は今後さらに拡大・多様化していきます。

したがって、限られた財源を有効に活用するために、施策全般にわたり緊急度・重要度

などの観点からの積極的な見直しやスクラップ・アンド・ビルドによる事業構築を行い、

区民の負託に応える施策展開のための財源を確保し、今後の社会経済状況の変化にも的

確に対応しうる持続可能で強固な財政基盤を堅持していかなければなりません。 

 

(4) 基金・特別区債の見通し 

令和２（2020）年度は、京橋築地小学校の改修などの財源として教育施設整備基金を

取り崩したものの、臨時的な収入である土地売払収入などを財政調整基金へ積み立てる

ことができたため、基金残高は増加となりました。また、阪本小学校の改築などの財源

として特別区債を発行したことにより、特別区債残高は３年連続で増加しました。 

令和３（2021）年度以降は、新型コロナウイルス感染症の動向を注視しながら必要と

なる対策やその影響による減収分の補てんなどの財源対策が必要となるほか、東京2020

大会後の晴海地区に小・中学校や特別出張所、認定こども園、保健センターなどの新た

な施設整備を行うことに加え、既存施設の老朽化に伴う多くの大規模改修が今後控えて

いることから、多大な財政負担が生じます。 

したがって、将来の収支見通しも視野に入れた上で、基金の計画的な積立ては引き続

き行っていくものの、財政調整基金や施設整備に活用する施設整備基金および教育施設

整備基金の残高は大きく減少していくことが見込まれます。また、施設整備の際に、特

別区債の発行もあわせて行っていくため、特別区債残高は増加していくことが見込まれ

ます。 
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